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調査の概要

国の研究開発の評価の実態を調査し、改善に
向けた政策提言を行う

Ⅰ 重点的資金による課題: 国の研究開発プロジェクトの評価

事例分析、質問票サーベイ、国際比較(韓国）

Ⅱ 競争的資金による課題: 日本版SBIR採択企業の調査

Ⅲ 産業界における研究開発評価実践

Ⅳ 評価に関わる戦略的取り組み：総合科学技術会議の在り

方と技術ロードマップ

Ⅴ 政策提言
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Ⅰ 国の研究開発プロジェクトの評価

I-1 事例分析

• 三次元回路素子 トータルな分析。技術的には野心
的プロジェクト。事後評価が適当であったか疑問

• 科学技術用高速計算システム 技術で勝利し、国プ
ロも貢献。事業的には順調と言えず、その点でも国プロ
が寄与

• 太陽光発電/ファインセラミックス 技術で先行。国
プロは焦点提示へ。政策効果大で、国際的に先行。政策
の歴史的変遷を議論

• ITS関連 Emerging industryが対象。事例の分析と共に
展望的論点を含む。国プロの評価に関する概念的提案
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「三次元回路素子」プロジェクトの技術波及と実用化状況

１９８０年代 将来１９９０年代 ２０００年

微細化による二次元素子のイノベーション継続

ＩＢＭ PowerPC(SOI) 微細加工とＳＯＩ採用
のメリットが拮抗

国内企業のＳＯＩ研究ブーム

より高速、高機能な
素子のニーズ（ロボッ
トなど）

周辺環境等

（プロジェクト） （成果技術）

二次元素子の予想を越えた微細化の進展

二次元半導体の集積限界
に対応する次世代半導体
開発ニーズ

総合研究所設立ラッシュ
技術立国を標榜

日米半導体摩擦

基盤技術ただ乗り批判

国の支援は、直接製品化に結び
つかない研究開発に限定

（応用技術・製品） （可能性等）

【目的】
超小型高性能情報機器、人工

頭脳的な多機能性を有する情

報処理機器の実現を図るため、
超高密度に機能集積を行う三

次元回路素子にかかわる基盤

技術を確立

【内容】
•積層構造により、論理機能、

記憶機能等を超高密度に集

積した積層高密度集積素子

を開発
•信号変換機能、センサ機能

等を含む複合的多機能を集

積した積層高密度集積素子

技術を開発

三次元素子を実現するための
要素技術
•酸化膜上にシリコン単結晶作成
•三次元配線
•耐熱配線、コンタクト形成（材料、方法
など）

•平坦化
•スルーホール（穴開け）
•レーザーアニール
•シリコン上GaAsの二段階成長
•研磨（薄膜化） 等

二次元素子の設計、プロセス技術
•平坦化（1M-DRAMまで）
•ＣＭＰ（層間絶縁膜の研磨、多層配線用の
研磨など）

•多層配線など最先端ＬＳＩの配線技術（TiN
系バリアメタル採用のコンタクト構造の基
盤技術） 等

量子化機能素子プロジェクト

（通産省）

平成３年度～ 12年度

低温ポリシリコンＴＦＴ
・レーザーアニールによる再結晶化 等

ＳＯＩ
•薄いＳＯＩ基板の素子特性確認
•通常のシリコン素子との違い確認 等

三次元回路素子
•二次元素子に取って代わる素子できず
•三次元素子の限界や問題点を把握
•素子間クロストーク評価
•将来への備えとしてノウハウ蓄積 等

実装技術
•フラッシュメモリ
•メタル配線等立体配線 等

先進的な加工技術

素子を縦に積み
上げる発想

ＳＯＩ素子
•ＩＢＭ PowerPC
•ＳＯＩのＡＳＩＣ 等

再結晶化の経験、
各種物理的データ

デバイス物理
プロセス上の問題点

技術波及

と実用化 ロボットの目として三次元素子

システムＬＳＩがＳＯＩに
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Ⅰ 国の研究開発プロジェクトの評価

Ｉ-2 民間企業に対する質問票サーベイ
調査対象 ：東京証券取引所一部上場企業のうち製造業に属する企業
調査時期 ：2002年5月から7月
回答者 ：各企業の研究開発担当マネジャー（あるいは同等の人）
発送数 ：1,924件（1社に複数の調査票を送付している場合がある）
回収数 ：554件
回収率 ：28.8％
分析対象 ：509件（重複や回答不十分を除く）
回答者内訳：参加企業数212件（41.7%）、不参加企業数297件（58.3%）

主な調査項目
１．参加の程度や評価の状況、プロジェクト評価に対する考え方など
２．企業の研究開発活動における「ネットワーク・外部連携の活用」について
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単純集計結果

（１）テーマ選択
・透明性よりも、勉強会や特定数社の意向の反映を重視

（２）参加目的
・「将来の事業機会の確保」の重視度が高いが達成度は低い

（３）課題設定
・広く同意できる課題設定がなされている
・「製品化・事業化」の重視度が高いが達成度は低い

（４）中間評価
・フィードバックが行われたとする企業が多い
・資源配分、テーマの方向性、プロジェクト全体の変化はほぼない

（５）研究段階
・目的基礎から応用、開発、企業化へ方向転換を促す意見が強い

（６）テーマの方向性
・先端開発、応用研究重視に変化してきたとの意見が多い

（７）プロジェクト評価
・間接効果、定量的把握を重視すべきとの意見が強い
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クロス集計結果

(１)継続的参加企業の特徴
・行政側からの情報提供により参加する割合が高い

・企画の早い段階から関与する傾向

・テーマ選択に関連し、特定数社の意向が強く影響して

いるとの認識

(２)中間評価のフィードバックが十分に行われる程
度が高いプロジェクトの特徴
・テーマ選択の透明性が高かったとの認知

・製品化・事業化、社内研究の誘発が達成される程度が

高い
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多変量解析結果

(１)｢有力な商品の開発･事業化と将来の事業機会の
確保｣には下記の項目が効いている

・テーマ設定がオープンになされ、
・中間評価がフィードバックされ、
・その評価に基づきプロジェクト運営が変更されるとき

(２)特に中間評価によって、プロジェクトのテーマの
方向性を変えたり、加速/中止することが有効

(３)政府が関係するプロジェクトよりも民間企業の
ネットワーク・外部連携の効果の方が有効である
と考えられている
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Ⅰ 国の研究開発プロジェクトの評価

I-3 韓国における国プロの評価

• 特定研究開発事業の推進体制と評価
– 韓国科学技術企画評価院に対する訪問調査

• 近年、独自性を打ち出し成果を上げている
– 短い企画期間(6ヶ月～1年間）

– 40代以下の評価委員の確保重視

– 結果の相対評価（一定分布の5段階評価）

– 強制脱落（中間評価で5～20％を研究中止）

– 評価等級によって、プラスのインセンティブと、制裁措置を適用
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Ⅱ 競争的資金関係

中小･ベンチャー企業に対する研究開発支援

施策(日本版ＳＢＩＲ）の調査

• SBIRの制度設計上の違い：日米比較
– 補助金･助成金と委託費との区別の有無

– 委託の手続き。行政組織のexpertise

• 日本版SBIRの採択企業聞き取り調査（47社等）
– 行政側がテーマを特定化していない。国の委託事業が｢委託」に

なっていない

– 選定は委員会決定。実質上、公的資金の給付（ばらまき）になっ
ている

– 委託費体制に固有の煩雑な管理負担→技術開発を阻害
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Ⅲ 産業界における評価実践

プロジェクトの構造

1. TVR（Tunnel Vision Research）

高度に焦点を絞った特定目的を設定し、そのターゲットに向かって

猪突猛進するプロジェクトの進め方。構造は単一

2. PPP（Phased Project Planning）

研究開発のプロセスをいくつかの段階に切り離し、段階内部では

高度な専門分化が進展

3. SGP(Stage-Gate Process)
研究開発におけるシステム的、プロセス的なアプローチが発達し、

アイデアから新製品開発までのプロセスを、様々なステージとス
テップを通じ実施



12

旭化成のステージゲートモデル

Stage1
探索、アングラ
ビーカーテスト

Stage2
テーマ研究

（テーマ拡大）

Stage3
ベンチ

（人員投入）

Stage4
パイロット

（人員投入）

Stage5
企業化

Gate1 Gate2 Gate3 Gate4

検討すべき項目、判断基準に基づいてGo or Killの判断

旭化成 研究所長のインタビューに基づき作成
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３Ｍ社の研究開発評価（技術監査）

技術監査の主な目的は､テーマ／プロジェクトの

成功確率を高めるため評価と助言を与えること。

特徴的なことは､

① 評価は全て社内の人間によるピアレビュー。評価の専任
者はいない

② ただし技術監査事務局(数名)があり、その都度適切な評
価者(監査メンバー)選抜を支援

③ 高い評価能力を保有した多数の人材の存在が不可欠。
評価人材の育成を重視

④ 約40年の実績。事後評価を実施することで、評価者の評
価も行い、評価の質の向上を不断に図っている
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松下電器産業の研究開発評価

テーマのアセスメントを行うことの主な目的は、
テーマ目標の戦略化と生産性向上にある｡特
徴は、

① 評価[技術アセスメント]の専任者(約10名)を中心に、
必要に応じて専門家も招聘することで、松下グループ
全体の技術アセスメントを遂行

② 評価の専任者は豊富なヒューマンネットワークを保有
しており、より正確な判断が可能になっている

③ 技術アセスメントの結果は経営トップにレポート。トップ
の意思決定の基礎情報として使用
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民間企業の研究開発評価実践
質問票サーベイ

調査対象 ：東京証券取引所一部上場企業のうち製造業に属する企業

調査時期 ：2002年9月から10月

回答者 ：各企業の研究開発担当マネジャー

発送数 ：1,924件（1社に複数の調査票を送付しているケースを含む）

回収数：390件、 回収率：20.3％、 分析対象：357件

主な調査項目
A. 企業の研究開発評価全体について

B. 個別の事業部（ディビジョン）のプロジェクト評価

C. 全社的な研究所（コーポレートレベル）のプロジェクト評価
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民間における評価の全体像

（１）研究開発評価水準
・ 「同業他社と同程度」が3分の2、「米国の同業トップ企業と同程

度」は1.1％。

（２）研究開発評価の体制や全社的なガイドライン
の整備
・ 半数程度の企業で実施

（３）評価の目的
・ 「ベストプロジェクトの選定と強化（よいプロジェクトをより伸ばして

いく）」が圧倒的に多い

（４）評価項目
・ 約半数の企業で定められており、市場での成功に重きを置く

（５）評価手法
・ 定量的なデータに基づく評価方法を用いている企業は多くない
・ よく用いられているのは「チェックリスト法」、「評点法」
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事業部レベルのプロジェクトの評価

（１）重視時期
・ 中間評価（経営資源も最も投入）→終了時評価→事

前評価

（２）選定過程
・ スタート時に広めに(55%が採択)→中間評価を厳しく

（３）中間評価
・ 中断も含めた措置（20％程度が中断）

（４）事業化
・ 終了時評価を経て事業化されるのは半数程度

（５）最重要評価者
・ 「実施している部門の長」
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全社レベルのプロジェクトの評価

（１）重視時期
・ 中間評価と同程度に事前評価を重視

（２）選定過程
・ 事前評価で５割弱が採択

（３）中間評価
・ ２割強が中断

（４）事業化
・ 終了時評価から４割弱が事業プロジェクトへ承継

（５）最重要評価者
・ 中間評価においても「全社レベルの幹部」
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Ⅳ 研究評価の最高機関である
総合科学技術会議について

従来の総合科学技術会議は
- 省庁間の予算配分を変えることができていない

- 科学技術人材の供給源である大学の学科構成に
影響を与えていない

総合科学技術会議は、総合的な科学技術政
策を担えるか。そのための条件は何か

- 人員構成と技術ロードマップの分析
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CSTP本会議議員とNSTC委員の比較

1人24人6人内政治界出身

1人(4％)24人(100％)7人(47％)閣僚

6人0人2人*内学長

7人(29％)0人(0％)6人(40％)学術界

1人0人0人内財団

3人0人0人内VCまたはコン
サルティング企業

5人0人0人内ベンチャー企業

16人(66％)0人(0％)2人(13％)産業人

大統領補佐大統領内閣総理大臣議長

24人24人15人総人数

PCASTNSTCCSTP
米国日本

* 吉川弘之、井村裕夫の両氏はいずれも現在は学長から外れている
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CSTP事務局とOSTP
スタッフ比較

約12人約6人部門あたりの人数

4部門
(プロジェクトベー
スでチームを組織)

14部門部門数

約75％約70％内 博士号取得者

約50人77人総人数

OSTP**CSTP*

* 2002年8月現在。原子力部門を除く
** 1999年9月時点
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Ⅴ 科学技術基本計画と
総合科学技術会議について

1. 分野別基本計画：環境、ＩＴといった個別の科学
技術基本計画が必要

2. 分野別基本計画には、技術ロードマップを含む
べき

3. 科学技術的なインパクトだけではなく、社会経
済的なインパクトを大きな目標にすべき

- CSTPへのより多くの産業人の登用

- ベンチャー経営者、VC、コンサル等々の活用
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Ⅴ より透明かつ公正な
評価へ向けて（主な項目）

• 評価の透明性と公正性は進んでいるが、なお課題
• 評価の活用。実効性向上へ向けて

– 韓国における取り組み
– 民間企業の取り組み実践例
– 技術プラットフォーム、技術ポートフォリオ、技術ロードマップ

• 評価手法から評価ガバナンスの議論へ
– 評価手法と評価ガバナンス
– 行政の責任範囲の明確化とコミットメント
– プログラムオフィサーの設置

• 評価ノウハウの蓄積と人材の育成
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Ⅴ 評価と意思決定のための人材育成

研究開発従事者の転換プログラムの必要
AAAS（American Association for the Advancement of Science）
のフェローシップ制度が成果をあげている

英国のサセックス大学SPRU、マンチェスター大学PREST、ドイツ
ISI、オランダのTWENTE大学に評価専門家育成コースがある

研究開発評価人材育成会議（仮称）の設置
産官学を代表する実務メンバーの会議体

産官学のそれぞれにおけるニーズを吸い上げて明示

産官学それぞれにおいて、評価運営者が、実践の場で活躍するシーン
をイメージしかつ共有化

欧米の機関との連携
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V おわりに

1. どんな状況にも適合する、オールマイティ
で完璧な評価というものはない

2. 評価のバリエーションを増やし、試行錯
誤を通じて、評価のためのノウハウと人
材を関係機関が蓄積してゆくべき

3. 評価は、人々を勇気づけるものでなけれ
ばならない
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